
中国の農地収用制度に関する法的諸問題（徐）

はじめに

　中国の土地管理法第４条の規定によれば、
土地は用途に従って農地、建設用地、未利
用地に分けられ、農地は、「農業生産に直接
使用する耕地、林地、芝生、耕地の灌漑と
排水に関する事業の用地、養殖水面等を含
む」ものと定義されている。また、中国国
土資源省が２００１年８月２１日発布し、２００２年
１月１日から施行した「全国土地分類（試
行）」の規定によると、農地は、耕地、園地、
林地、牧草地、その他の農地を含むものと
されている１。いずれにしても、耕地は農地
に占める面積が最も大きく、農地の最も主
要かつ基本的な構成部分である２。したがっ
て、この論文にいう「農地」とは、原則と
して耕地を意味するものである。
　中国の憲法および土地管理法等によれば、
農地の所有形態としては、国家所有と農民
集団所有の２種類しかない３。国家所有の土
地を国家が収用することはないから、農地
の収用が問題となるのは、農民集団所有の
土地に関してだけということになる４。中国
の農民集団と集団構成員である農民にとっ
て、農地は一番大切な財産であり、農家の
生産や生存に欠かせない生活保障の基盤で
あるから、農地に対する権利は一番大切な

権利である。農地の収用によって、農民集
団は収用された農地の所有権を喪失し、農
地を耕作する農民は耕作権（土地請負経営
権）を喪失する。したがって、農地の収用
は、農地所有者である農民集団の利益と密
接に関係しているだけでなく、農民とその
家族の利益とも密接に関係している。
　農地は限りある資源であり、国家にとっ
て不可欠な資源である。農地は、農業生産
の機能のほか、食糧安全保障、国土保全、
水源涵養、自然環境保全など、多方面の機
能を有するものである５。また、農地は再
生できないし、一旦非農地化されれば、回
復の可能性がきわめて少なくなるものであ
る。このような農地の特性からして、農地
の収用は国の耕地面積の減少をもたらすか
ら、国家の利益にも密接に関連していると
言える。しかし、中国の現状からすると、
経済発展や工業化の進展に伴って、農地を
非農地化し、土地を農業以外の用途に利用
することが必要とされている。そのため、
大量の農地が収用によって農業以外の用途
に用いられるようになり、農地の流失は激
化し、農地を失った農民の生活状態は急激
に悪化してきている。統計によると、中国
では毎年２０万ヘクタールの土地が収用さ
れ、約２００数万人の農民が農地を失ってお
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１ 「全国土地分類（試行）」（中華人民共和国資源部、２００１年８月２１日）の既述に拠っている。
２ 王存学『中国农村经济法律基本问题』（法律出版社、１９９８年）８４頁。
３ 憲法第１０条、土地管理法第８条の規定に拠る。
４ 農地の大半は農民集団所有である（梁彗星『中国物権法研究』（法律出版社、１９９８年）６２２頁）か
ら、収用をめぐる問題の発生は少なくないと思われる。
５ 大澤正俊『農地所有権の理論と展開』（成文堂、２００５年）２８０～２８１頁、加藤正男「農地法にいわゆ
る農地の意義」民商法雑誌２９巻４号（１９５４年）２８４～２９１頁参照。



り、収用によって農地を失った農民の数は
約４０００万～５０００万人にのぼるとのことであ
る６。ちなみに、政府機関に対する陳情件
数のほぼ３分の１は、土地収用に起因する
ものである７。
　このような状況からして、中国の農地収
用に関する法制度および制度運用の実際に
は、多くの問題があるものと思われる。そ
れ故、本稿では、これらの法的諸問題につ
いて検討することとし、そのために、中国
の農地に関する法制度を概観するととも
に、農地の収用制度と収用に対する補償制
度および問題点を概観した上で、若干の検
討を加えることとしたい。

Ⅰ　中国の農地に関する法制度

１　農地制度の歴史
　中華人民共和国８の成立以前、封建地主
土地所有制の下で、農地の所有権と使用権
は分離されていた。すなわち、封建地主は
土地の所有権を用いて、契約の形で小作関
係を確立し、農民達は先祖代々にわたって
土地に固く縛りつけられ、高額の地租と非
常に重い労役を強いられたのである９。こ

のような制度は、基本的に中華人民共和国
が成立するまで続いていた１０。
　中華人民共和国の成立以降、三度の大き
な農地改革が行われた：①第一次土地改革
は、１９４６～１９４９年の解放戦争時期の解放区
で全面的かつ安定的に始まり、１９５３年に完
成した１１。この改革によって、地主は消滅
し、農地は耕作農が所有し、農業生産は互
助合作によって行われることとなった１２。
②第二次土地改革は、１９５６年から１９５８年ま
で行われた。この改革によって、農地は農
民所有から農民集団所有に変更され、農業
経営も農民集団によって統一的に行われる
ようになった１３。③第三次土地改革は、
１９７０年代の末から１９８０年代の初頭に行われ
た１４。この改革によって、農地の所有関係
は変更されなかったが、統一的な農業経営
は家庭経営１５となった。これが、現行の農
地制度である。

２　農地所有権の帰属
　農地は、憲法、民法通則、土地管理法の
規定によれば、法が特別な規定をおく場合
を除いて、農民集団の所有に帰するとされ
ている１６。しかし、現行農地所有権制度に
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６ 「中国每年征用农民土地将近２０万公顷」中国新聞綱http://www.chinanews.com.cn/news/２００６/２００６-０２-
２２/８/６９３７８５. shtml（２００８/０６/２３　１１：２５）。
７ 莫应川「中国土地征收征用的若干问题」http://www.civillaw.com.cn（２００８/６/２２　１７：１０）。
８ １９４９年、中国共産党が中華民国（国民党政権）を倒し、「中華人民共和国」を建国した。
９ 陳明『農地産権制度創新与農民土地財産権利保護』（湖北人民出版社、２００６年）７１頁。
１０ 張紅宇『中国农村的土地制度变迁』（中国农业出版社、２００２年）３６頁。
１１ 張晋藩『中国法制史』（群衆出版社、１９８３年）５１６頁。
１２ 張晋藩・前掲（注１１）５２０頁。
１３ 中国農地制度课题组『中国農村土地制度的変革』（北京大学出版社、l９９３年）１４～１５頁。第２次農地
改革以後、第３次農地改革の前に、農村では、生産隊を基礎とする労働組織単位が統一的に経営を行
い、社員達は集中して勤務した。生産品は合作社集団が占有・支配し、合作社は生産原価、税金を控
除し、公益金と積立金を積立てた後の剰余を、労働点数（報酬を計算する単位）によって社員達に分
配した。

１４ 廖洪乐・习银生・张照新等『中国农村土地承包制度研究』（中国财政经济出版社、２００３年）、王景新
『中国农村土地制度的世纪变革』（中国经济出版社、２００１年）、迟福林主编『走入２１世纪的中国农村土
地制度改革』（中国经济出版社、２０００年）など参照。

１５ 第３次農地改革以後、農地は集団が所有し、農戸は家庭を単位として、物権の性質を有する土地請
負経営権を享有し、農業経営を行っている。

１６ 中国の憲法第１０条、民法通則第７４条、土地管理法第２条の規定に拠る。
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は、以下の弊害がある。①所有権の主体の
虚構性：現状では、農民は集団所有権を行
使する組織的な形式とプロセスに対する知
識が乏しく、集団所有権を行使する動機さ
え失ってしまっている。農地の集団所有と
いっても、実際には、郷や村の幹部の個人
所有になっている。また、一部の地区にお
いては、政府が集団所有の農地に対する制
限や関与を強化しすぎて、農地の農民集団
所有が有名無実化している現象も見られ
る。②農地の利益率の低さ：農業生産に
よって得られる利益は相対的に低い。すな
わち、農業生産経営コストの上昇が、農民
の収益、特に食糧生産の収益を減少させ、
生産は増えているのに収益が増えないの
で、再生産のための農民の投資意欲と能力
を減退させる結果となる。③農地の荒発：
農地の荒廃には主に三つの理由があると言
われている１７。一つ目は、見境のない開発
区の開発や建設によって、開発や建設が中
途半端な状態で終わってしまうため、農地
が荒廃する。二つ目は、農業収入が低いた
め、農民は都会に出稼ぎに行き、時間的に
も距離的にも農地を耕作することができな
くなる。しかし、都会でのアルバイトは一
時的な仕事でしかなく、また農村における
社会保障給付等が整備されていないため、

万が一のことを考えて農地を手放そうとせ
ず、農地が荒廃する。三つ目は、農民は農
地の所有者でないため、彼らは農地の将来
について無関心だからである。
　このような状況に対する対策として、学
説上４つの方策が提案されている。①農地
を国有化する方策１８、②農地を私有化する
方策１９、③農地の集団所有権を完徹させる
方策２０、④多種類所有権並存の方策である２１。
私としては、現段階では、農地の所有権制
度の改革は、農地の集団的所有権制度を更
に改善して整備する方向で進めて行くしか
ないと考えている。具体的には、集団所有
権の主体の明確化、農家の農地使用権の明
確化と権利保障、農地管理体系の整備など
の方法によって、集団所有権制度に内在す
る種々の弊害を取り除き、農家の生産意欲
を高めるとともに、個人と集団の利益のバ
ランスをはかり、農地資源の保護と有効利
用、農業と農村の調和的な発展を実現する
のである。もっとも、将来的には、農地制
度を根本的に変革する条件が整えば、農地
は私有化されるものと考えている。

３　農地所有権の主体（形態）
　憲法などによると、農地の集団的所有権
は、「集団的経済組織」が享有する単独所
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１７ 農地の荒廃理由に関して、王衛国『中国土地権利研究』（中国政法大学出版社、１９９７年）１００～１０４
頁、黄卫红「我国農村土地抛荒现象透视」甘肃农业２００４年１２期、杨涛等「对農村耕地抛荒现象的透
视」中国人口与環境２００２年２期参照。

１８ 李兆棟「農村集団土地実行国有」農村展望１９８９年２期、杨经伦「农村土地制度的变革与创新」农业
经济问题１９８７年７期、王小映「土地制度变迁与土地承包权物权化」中国农村经济２０００年１期、安希
「论土地国有永佃制」中国农村经济１９８８年１１期、李平「土地国有、租赁经营」农业经济问题１９８８年１２
期、赵东新「全方位改革土地使用制度是保护耕地的根本出路」地政月报１９９６年９期、『中国農業家庭
経営制度』（中国経済出版社、２００５年）１７１～１８０頁参照。

１９ 杨经伦「农村土地制度的变革与创新」农业经济问题（１９８７年７期）、王思铁「对实行土地的“三田
制”的初探」农村经济１９８９年２期、王振友「适应市场经济、加快土地制度建设」中国农村经济１９９２年
１２期、高一雷「谈土地永包制、独子继承制与土地使用权流转市场」农业经济问题１９９３年４期参照。
２０ 夏玉華「制度变迁的内在逻辑」農業経済導刊２００６年１１期７２頁、王衛国・前掲（注１７）１０９頁、白永秀
「堅持集団所有制是農村土地制度改革的前提」漢中師院学報（哲社版）１９９２年１１期、鄭金水「我国農
村土地所有制結構問題的思考和対策」学習月刊１９８６年１１期、漢中師範学院学報（哲学社会科学版）
１９９２年４期参照。
２１ 王衛国・前掲（注１７）１０９～１１０頁。



有権ではなく２２、一種の総有である。すな
わち、①多数の人が結合した団体が一つの
所有権を享有し、一定の範囲内に属する農
民の集団が一つの所有権を享有する２３。②
重要事項については、個人ではなく、集団
で決定を行う。集団が決定を行う際には、
「平等で自ら志願して、議決一致」という
原則を実行する２４。③農民集団の成員は、集
団財産に対して使用、収益権を享有する２５。
その権利の内容は非常に広範である。例え
ば、集団成員の権利には、集団財産上に自
らのために優先的に他主物権を設定するこ
と、家庭経営のために集団のサービスを受
けること、有償あるいは無償で公共施設を
使用すること、優先的に集団の企業で就労
すること、集団の物的援助と救済を受ける
こと、集団の福祉待遇を享受することなど
が含まれている。これによって、集団の利
益は、最終的に集団成員の個々人に環元さ
れ、公益性の確保によって、公有制の目的
が実現される。④集団成員は、総有財産に
ついて潜在的持分を有するにすぎず、具体
的持分を有しないから、分割・相続・譲渡
を請求することはできない。
　しかし、この総有は以下の特徴をもって
おり、日本における入会権のような総有で

はなく、いわば新型の総有とでも言うべき
ものである。①構成員の資格：日本の入会
権の規定２６とは異なり、中国では、一定地域
内に居住している人は、原則として当該農
民集団の成員である２７。②集団議決の方式：
伝統的な総有の多くは、全員一致で議決す
る原則をとっている２８が、中国の農民集団所
有の下での総有は、絶対多数（三分の二以
上）で議決する原則をとっている２９。

４　農民集団所有権の行使
　農地の集団所有権の主体は農民集団であ
るので、一定の組織を通じてその意思決定
が貫徹できるようにしなければならない。
２００７年に施行された物権法第６０条の規定に
よると、集団経済組織または村民委員会、
村民グループは農民集団を代表して農地の
所有権を行使することができる３０。しか
し、①現実の生活において、郷（鎮）農民
集団経済組織は既に存在しなくなってい 
る３１。村および村内の集団経済組織の多く
は有名無実の状態になっており、一部は解
体状態にまでなってしまった３２。②実践中
に新たに発展してきた農工商総公司や、農
民土地株式合作制の郷（鎮）集団制企業
は、明らかに法定の農地所有権の行使主体
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２２ 民法通則第７４条、土地管理法第１０条の規定に拠る。
２３ 温世扬「集体所有土地諸物権形态剖析」民商法学１９９９年６期２０頁、韩松「我国農民集体所有権的享
有形式」法律科学１９９３年３期５０～５８頁参照。

２４ 土地管理法第１４条、第１５条、農村土地請負経営法第１８条などに拠る。
２５ 土地管理法第１４条、農村土地請負法第４条などの規則に拠る。
２６ 日本の入会権については、川島武宜『注釈民法（第７巻）』（有斐閣、１９６８年）５５６～５５８頁参照。
２７ 呉興国「集体组织成員資格及成員権研究」法学雑誌２００６年２期９２頁。
２８ 例えば、日本民法第２５１条の規定参照。
２９ 土地管理法第１４条、第１５条，農村土地請負経営法第１８条などの規定に拠る。
３０ 物権法第６０条は、「集団所有の土地と森林、山、草原、荒地、平瀬などに対して、以下の規定に基
づいて所有権を行使する。（一）村農民集団が所有するものに対しては、村集団経済組織または村民
委員会が集団を代表して所有権を行使する。（二）村内の二つ以上の農民集団が別々に所有するもの
に対しては、村内の各集団経済組織または村民グループがそれぞれの集団を代表して所有権を行使す
る。（三）郷鎮農民集団が所有するものに対しては、郷鎮集団経済組織が集団を代表して所有権を行
使する」と規定した。

３１ 張安毅「論農村集団土地所有権的行使」法学雑誌２００６年５期１４９頁。
３２ 張安毅・前掲（注３１）１４９頁。



中国の農地収用制度に関する法的諸問題（徐）

または代表資格を具備しないのである３３。
③村民委員会に関しては、村民委員会組織
法の規定によると、それは経済組織ではな
く、村民の自己管理、自己教育、自己奉仕
の大衆的な自治組織で、一部の行政管理職
能を兼有する準行政主体である３４。このよ
うな状況では、村民委員会が民事主体の身
分で、集団を代表して所有権を行使するこ
とは非常に困難である。
　このような現状からして、私見では、農
民または農民集団成員の大会ないし代表大
会を設立し、農民集団の権力機関とするこ
と３５、常設の管理機関（管理機関は村長、
村民グループ長が担当する）を設置して、
農民集団の日常の事務を処理すること、監
督機関を設置して（監督機関は村民委員会
が担当する）、管理機関の行為を監督する
ことが必要であると考えている。

５　農民集団の成員資格および認定
　農地は農民集団が所有し、農民集団は農
地に対して総有の性質を持つ所有権を享有
する。農民集団の成員権を享有する農家
は、成員権に基づき土地請負経営権を取得
し、集団の選挙・議事・意思決定などに関
与すべきである。成員権は、権利者が一身
専属的に有するものであり、譲渡・贈与・
相続することはできないが、しかし放棄す
ることはできる３６。

（１）農民集団成員資格の認定
　集団成員資格の認定基準について、学説
は主に登記主義、事実主義、折衷主義の３
つに分かれている３７。登記主義は、戸籍が
当該村・グループに所在するか否かを当該
集団成員資格の確定基準（すなわち「戸籍
所在地基準」）にすべきであると主張する。
事実主義は、実際に当該村・グループで長
期にわたって生活しているか否かを基準と
して（すなわち「居所地」基準）、成員資
格を確定すべきであると主張する。折衷主
義は、戸籍登記を原則としつつ、居住の事
実状態も勘案して成員資格を確定すべきで
あると主張する。
　私としては、成員資格の認定は戸籍を原
則とすべきであり、とりわけ原始の戸籍が
本村・グループにある者の成員資格を保護
すべきであるが、それと同時に、居住の事
実があるかないかをも考慮すべきであると
考えている。居住の事実がなく、名ばかり
の村民に対しては、成員資格を認定すべき
ではない。もっとも、多くの地域の青壮年
農民は都会に出稼ぎに出ており、こうした
労働力の流動化が都市部と農村部の経済発
展に有効に働いている現状からすると、居
住事実がないからといって彼らの成員権を
剥奪することは、多くの人に不安を感じさ
せ、労働力の流動化に悪影響を与えること
になりかねない。したがって、これらの人
達の成員権は剥奪せず、留保することが必

１４７

３３ 民法第７４条、土地管理法第１０条の規則によって、農民集団所有権の行使する主体は「農村集団経済
組織あるいは村民委員会」「村内各該農村経済組織あるいは村民小組」「郷鎮農村集団経済組織」であ
る。

３４ 村民委員会組織法第２条の規則に拠る。
３５ 現在、農民集団の権力機関に関して、例えば、農村土地請負法は、請負方法の制定と調整などの重
大な事項については、本集団経済組織成員の村民会議の三分の二以上の成員、または三分の二以上の
村民代表の同意を得なければならないと規定している。また、土地管理法などの法律にも関連規定が
ある。しかし、法律は「村民会議」は農民集団の権力機関であるとは明確に規定していないのであ
る。農民集団行為の規範化のために、法律は農民集団の各種の機関の地位と権限を明確にすべきであ
る。これは各機関の活動の展開にも有利に働くのである。

３６ 呉興国・前掲（注２７）９３頁。
３７ 呉興国・前掲（注２７）９２頁。



要であると思われる。
（２）農民集団成員資格の取得と喪失
　農民集団成員の資格取得は、原始取得と
承継取得の二種類に分けられる。原始取得
の場合、出生したときから成員権資格を享
有する３８。承継取得の場合、一般的には、
まず成員会議または成員代表会議の同意を
得て、後に戸籍移転の手続を行う。
　農民集団成員の資格喪失は、通常は、①
死亡、②戸籍の移転、③長期にわたって戸
籍所在村・グループに居住せず、しかも関連
の義務を履行しないことにより生じる３９。

６　土地請負経営権
（１）概念と名称
　土地請負経営権とは、請負経営権者が、
集団または国が所有し、集団が法律に則っ
て使用する耕地、林地、草地、その他の法
律によって農村で使われる土地などの自然
資源に対して、請負契約に基づいて享有す
る使用・収益の権利を意味する４０。
　この種の権利は、当初から「土地請負経
営権」という名称で呼ばれており、国の大
部分の法律・法規および政策においても今
日までこの名称が使用されてきたし、また
学者達もこの名称を使用してきた４１。しか
し、中国では、農業生産経営における請負
農家の投資シェアは拡大し続けており、種
子・化学肥料・農薬その他の生産用具の費
用は、請負農家が自己負担しているのに対
し、集団は土地以外に特に投資をすること

はない４２。したがって、農家が実際に有す
る権利は、農地の請負経営権ではなく、農
地の使用権である４３。
（２）特徴
　用益物権である土地請負経営権は、以下
の特徴を持っている。①農地の占有を前提
とする権利であり、使用・収益を目的とす
る他主物権である。土地請負経営権の客体
としての請負地が消滅させられると、土地
請負経営権も消滅する。②農地を目的物と
する他主物権であり、耕作・養殖を具体的
な内容として、他人の所有する農地を使用
する権利である。③土地請負経営権は、法
律の規定と請負契約の規定によって発生す
る他主物権である４４。④土地請負経営権者
が権利を行使する際、請負地提供者は、土
地請負経営権者の生産経営活動に対して、
一定の管理・監督権を有する４５。
（３）取得
　農民集団の成員は、自身の身分に基づい
て、家庭経営の方式で、農地の所有権者で
ある集団から土地請負経営権を直接取得す
ることができる４６。如何なる組織や個人も、
農民集団の成員が土地を請け負う権利を剥
奪もしくは不当に制限してはならない４７。請
負の当事者双方は、土地請負経営契約を締
結し、法律の定めた抽象的な権利を具体化
する。物権法第１２７条も、「土地請負経営権
は土地請負経営契約が発効するときに設定
される」と定めている。
　このほか、農民集団の成員だけでなく組

１４８

筑波法政第４５号（２００８）

３８ 孙宪忠「我国物权法中所有权体系的应然结构」法商研究２００２年５期２３～２５頁。
３９ 韩松「论成员集体与集体成员――集体所有权的主体」法学２００５年８期４１～５１頁。
４０ 民法通則第８０条参照。
４１ 梁慧星・前掲（注４）６２２頁。
４２ 梁慧星・前掲（注４）７０９～７１０頁。
４３ 梁慧星・前掲（注４）７０１～７１８頁。
４４ 物権法第１２７条、農村土地請負法第５条の規定に拠る。
４５ 土地請負法第１３条（二）の規定に拠る。
４６ 同法第５条第１項の規定に拠る。
４７ 同条第２項の規定に拠る。



中国の農地収用制度に関する法的諸問題（徐）

織外の者も、入札・競売・公開協議などの
方式で、農民集団から荒山・荒溝・荒丘・
荒瀬などの農地の請負経営権を直接取得す
ることができる４８。
（４）移転
　土地請負法第３２条は、移転の形式につい
て、「家庭請負によって取得した土地請負経
営権は、下請け４９、リース（レンタル）５０、
互換５１、譲渡５２、その他の方法５３で移転する
ことができる」と規定している。
（５）抵当権設定と相続
　土地請負経営権に対する抵当権の設定
は、法律の規定に基づき、家庭請負の土地
請負経営権の場合にはできない５４。しか
し、他の方式によって取得した土地請負経
営権の場合には、抵当権設定の対象とする

ことができる５５。
　相続については、相続法と土地請負法の
規定に従って、土地請負経営権により生じ
た収益は相続できるが、土地請負経営権そ
れ自体は相続できない５６。

Ⅱ　中国の農地収用制度とその問題点

１　農地収用の概念
　農地収用とは、国が社会公共利益の必要
のために、法律の定めたプロセスと批准権
限に従い、法定の行政機関の批准を経て、
法律に則って農民集団と農民に補償を支
払った後、農民集団所有の土地を国有土地
に変更する行政行為である。農地の収用
は、以下の要件を満たさなければならな

１４９

４８ 土地請負法第三章の規則に拠る。
４９ 下請けとは、請負者が一部または全部の土地請負経営権を、一定の期限付きで当該集団経済組織の
他の農家に下請けさせて農業生産経営に従事することである。下請け後、元の土地請負関係は変わら
ず、元請負者は引き続き元の土地請負契約が定めた権利・義務を履行し、下請者は下請け時に約定し
た条件に基づいて元請負者に対して責任を負う。

５０ リース（レンタル）とは、請負者が部分または全部の土地請負経営権を、一定の期限付きで他人
（当該集団経済組織の成員またはその組織以外の者）に貸し出し、農業生産経営に従事させることを
指す。レンタル後も元の土地請負関係は変わらず、元請負者は引き続き元の土地請負契約において定
められた権利と義務を享有する。賃借人は請負経営権者（賃貸人）のレンタル契約によって権利を享
有し、義務を負う。賃借人の享有するこの農地使用権は債権的性質を有する。

５１ 土地請負法第４０条によって、互換とは、請負者同士が耕作の便宜またはその他の目的のために、同
じ集団経済組織に属するそれぞれの請負地を交換し、同時に土地の請負経営権をも交換することを指
す。

５２ 土地請負法第４１条の規定によって、譲渡とは、請負者が安定した非農業の職業、あるいは、安定し
た非農業の収入源を有している場合に、請負者が申請し、請負に出す側の同意を得て、一部または全
部の土地請負経営権をほかの農業生産経営に従事する農家に譲渡し、譲渡先の農家が相応の土地請負
経営契約の権利と義務を履行することを指す。譲渡後、元の土地請負関係は自動的に終了し、元請負
者の請負期間内の土地請負経営権は部分的にまたは全部滅失する。

５３ 例えば、土地請負法第４２条の規定によって、株式化とは、請負者同士が農業経済の発展のために、
自ら志願して土地請負経営権を株式化し、株式互助制農業企業を設立することを指す。

５４ 担保法第３４条第２項は、「耕地、自留山、自留地などの集団所有土地の使用権は抵当不可の財産範
囲に属する」と規定した。「農業請負契約の紛糾案件の審理における幾つかの問題に関する規定（試
行）」の第１８条でも、「請負者が請負経営権を既に取得した土地などを用いて債務に当てる行為につい
て、人民法院はその行為は無効であると認定しなければならない」と指摘されている。明らかに、現
行法は家庭請負の土地に抵当権を設定することについて、否定的な態度を取っていると思われる。

５５ 土地請負法第４９条は、「入札、競売、公開協議などの方式で農村の土地を請け負い、法律に則って
登記して土地請負経営権証書または林地権証書を取得した場合」、その土地請負経営権は抵当権設定
の対象とすることができると規定した。

５６ 相続法第４条は、「個人の請負で得るべき個人の収益は、本法律の規定に従って相続される」と規
定した。土地請負法第３１条も、「請負者が得るべき請負収益は、請負法の規定に則って相続される」
と規定した。



い。①国家の公共利益の必要のために行わ
れる。土地収用行為は、他人の所有権に対
する「剥奪」であるため、この行為は公共
利益の目的で行われるという前提の下での
み合法的である。②一定の手続きにより行
われる。③農民集団および農家に対する補
償を行わねばならない５７。すなわち、土地
収用は、無償で土地所有者の所有権を剥奪
する行為ではなく、有償の行政強制行為で
ある。

２　農地収用制度に関する法律の概要
　中国の土地収用および補償に関連する法
令のうち最初に登場したのは、土地公有制
時代の１９４４年１月に公布された「陝甘寧辺
区地権条例」である。この条例は、公共利
益の目的のために、国家は他人所有の土地
を収用することができると規定した。すな
わち、「国防工事の構築、交通道路の建設、
市政の改良、その他公共利益を目的として
辺区政府の批准を得た事業などを行うため
に、政府は、如何なる人民または団体所有
の土地をもリース（レンタル）し、収用
し、または他の土地と交換することができ
る」 ５８と定めたのである。
　中華人民共和国が成立した後、最も早く
土地収用を規定したのは、中央人民政府政
務院が１９５０年６月２４日公布した鉄路留用弁
法５９と中央人民政府の「鉄路留用弁法に関
する幾つかの解釈」 ６０であった。政務院が
１９５０年１１月に制定した「都市郊外土地改革
条例」も、「国家が市政建設または他の需
要で私人所有の農業土地を収用するとき、

適切な代価を支払うか、もしくはそれに相
当する国有土地と交換しなければならな
い。その土地を耕作した農民を、適切に安
置しなければならない。また、当該土地上
における生産・投資（例えば、井戸、植樹な
ど）、その他の損失に対しては、公平かつ合
理的な補償を与えなければならない」 ６１と定
めた。これは、土地収用の原則および公平
で合理的な補償の原則を確立したもので
あった。しかし、これらの諸規定の大半
は、土地収用および補償制度について原則
的な事項を規定したにすぎず、しかも長い
間「土地使用」と呼ばれ、土地の収用と使
用は区別されてこなかった。例えば、土地
管理法は「国家は公共利益の必要のため
に、法律に基づいて集団所有の土地を使用
することができる」 ６２と規定したが、「土地
管理法実施条例」は「国家が法律に基づい
て徴用した土地は」国家が所有する６３と規
定した。明らかに、ここでの「土地使用」
は、実際には「土地収用」を意味してい
る。集団所有の土地が収用され国家所有と
なった場合、その土地の権利の帰属関係が
変わるのであるから、その行為は使用では
なく収用とすべきである。それに対して、
「使用」の範疇に属すべきものを「収用」
の制度において規定したケースもある６４。
　そして、２００４年になって初めて、中国で
は、私有財産権と補償の概念が明確に法律
で規定されるとともに、収用・使用という
二つの異なる土地の移動方法が明確に区分
されたのである。同年３月１４日に、第１０期
全国人民代表大会第２回会議で通過した憲
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５７ 憲法第１３条、土地管理法第２条の規定に拠る。
５８ 「陕甘宁边区地权条例」第１３条规定。同条例第１８条は、「有下列情形之一者、政府征收人民之土地：
（一）交通道路所必须者；（二）军事上需要者；（三）公共之建筑」と規定した。
５９ 「中央人民政府政务院关于鉄路土地留用办法」（１９５０年６月２４日）第６条の規定に拠る。
６０ 「中央人民政府政务院关于铁路留用土地办法的几点解释」（四）（１９５６年９月１６日）参照。
６１ 都市郊外土地改革条例第１４条。
６２ 原土地管理法第２条４項。
６３ 「１９９１年土地管理法実施条例」第２条。



中国の農地収用制度に関する法的諸問題（徐）

法修正案は、第１０条第３款を修正し、「国
家は公共利益の必要のために、法律に基づ
いて土地を収用または使用し、補償を与え
ることができる」と規定した６５。この規定
は、その後における農地収用および補償制
度の樹立と完備のために、憲法上の根拠と
保障を与えた。そして、同年８月２８日に
は、土地管理法の関連条文の修正も行われ
た６６。これらによって、中国の土地収用お
よび補償制度は、徐々にではあるが完備さ
れてきている。

３　農地収用の目的
　現在、土地収用は、各国の土地法上にお
ける最も重要な制度である。各国における
土地収用の名称は統一的ではないが、公共
の利益のために、国家が土地収用権を行使
するという意味では同じである。土地収用
権の本来の意味は、国が、土地の所有者あ
るいは使用者の同意を要することなく、他
人の土地を公共目的に使用する権利であ
る。その権利の核心は、土地所有者や使用
者の同意が不要であること、国家が強行的
に土地の所有権を取得することである。し
たがって、土地を収用する規則と土地所有
権を保護する規則とが衝突することは避け
られない。それ故、一般に各国の法律は、
土地収用の最も重要な前提は公共目的の需
要であるべきであり、そうでなければ随意

に収用することは禁止されると規定してい
る６７。
　１９８２年に公布された憲法は「国家は公共
利益の必要のために」土地を収用すること
ができる６８と規定したが、１９８６年に公布さ
れた土地管理法は土地収用の目的を拡大す
る規定を設けた。同法第２１条は、「国家は
経済、文化、国防の建設と社会公共事業を
行うにあたって」 ６９土地を収用できると定
めている。明らかに、この規定は「公共利
益」の範疇を超えている。１９９８年の土地管
理法はこれを修正し、原則的に国家は「公
共利益の必要」 ７０のために土地を収用する
ことができると規定した。これは、土地収
用の目的をより厳しく制限するという立法
者の意図を表している。しかし、依然とし
て「公共利益」については、明確に定義さ
れなかった。「公共利益」についての明確
な定義がなければ、土地収用権の濫用は避
けられない。
　そのほか、現行土地管理法における具体
的な諸規定の一部は、憲法の定めた「公共
利益」の目的にも抵触している。すなわ
ち、「農民集団と個人が郷鎮企業または村
民の住宅を建設する場合を除いて、如何な
る組織と個人も農民集団所有の土地を使用
して建設を行ってはならない。明らかに農
民集団所有の土地を使用する必要がある場
合には、土地徴収のプロセスを経て、国家
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６４ 例えば、土地管理法は「国家建設用地」の章の第５７条で、「地上線路の架設、地質探査などは臨時
的に国有土地または農民集団余裕の土地を使うことができると同時に、土地の臨時使用の補償費を支
払わなければならない」と規定している。このような制度の本質は、収用ではなく使用であるにもか
かわらず、収用の範疇に属する「国家建設用地」の章（実は「臨時建設用地制度」とすべき規定）の
中に規定されている。

６５ ２００４年憲法修正案第２０条。
６６ ２００４年土地管理法修正案第１条の規定によって、第２条第４項を修正し、「国家は公共利益の必要
のために、法律に基づいて土地を収用または使用し、補償を与えることができる」と規定した。修正
案第２条の規定によって、第４３条第２項、第４５条、第４６条、第４７条、第４９条、第５１条、第７８条、第７９
条の「使用」は「収用」になっている。

６７ 梁慧星・前掲（注４）７２３頁。
６８ １９８２年憲法第１０条第３項。
６９ １９８６年土地管理法第２１条。
７０ １９９８年土地管理法第２条。



が農民集団所有の土地を国家所有の土地に
転化した後、譲受または行政的譲渡の方式
を通じて国有土地所有権を取得しなければ
ならない」 ７１と規定したのである。この規
定によると、ほとんどの農地の非農化は土
地収用のプロセスを踏む必要があり、しか
も国家はそのプロセスを自ら開始すること
ができるのである。明らかに、これは正当
とはいえない。
　市場経済の下、建設事業は商業的なもの
と公益性の高いものに分けられる。公益性
の高い建築というのは、国防・環境保護や
公益事業の需要のために建てられる建物で
ある７２。商業的な建築というのは、経営目
的のために建てられる建物である。商業的
な建築物の所有者の利益の性質は、農地所
有者である集団の利益あるいは土地請負経
営者の利益の性質と異ならない７３。国家
は、公共的利益の目的のためにのみ、しか
も必要であるときに限り、集団の農地を収
用し、土地請負経営権の返還を要求できる
にすぎない。国家は、一部の権利主体のた
めの商業的利益を目的として、他の権利主
体の財産を収用することはできない。ま
た、公共的利益のために必ずしも収用が必
要でないときにも、集団所有の農地を収用
したり、土地請負経営権を返還させたりす
ることはできない。
　したがって、現行法は、まず厳格に公益
性のある用地の範囲を定義し、土地収用権
は、公共利益の必要のために行使すべきも
のであることを保障しなければならない。
そこで、どのようにして、公益性のある用
地の範囲を定義するかが問題となる。それ

については、世界の多くの国々が採用して
いる「総則プラス列挙式」という立法方式
が参考となる。その上で、私は、公共利益
のために使用する土地の範囲について、以
下の種類に厳格に限定すべきであると考え
ている７４。すなわち、①軍事用地、②国家
の政府機関、公益事業および研究機構の用
地、③炭鉱、道路、空港などのエネル
ギー、交通用地、④水道、電力、ガスなど
の公共施設の用地、⑤三峡ダム、食糧貯蔵
倉庫などの国家重点プロジェクトの用地、
⑥学校、病院、敬老院などの公益・福祉事
業の用地、⑦貯水池、保護林などの水利、
環境保護用地、⑧公認または裁判所が裁定
したその他公共利益の用地などである。
　現行法は、建設用地を公益性のあるもの
と商業的なものとに厳格に区分し、土地収
用を公益性のある建設用地に厳格に限定す
べきであるとしている。公益性のある建設
用地だけが、土地収用を通じて取得できる
土地であると明確に定めるべきである。商
業的な建設用地の問題は、二つの方法によ
り解決することができる。①現有の国有土
地を有効に利用することである。すなわ
ち、国有土地市場を開放し、土地の使用者
は、譲渡やレンタルなどの方法で土地管理
部門または他の国有土地使用権者から国有
土地の使用権を取得することができるよう
にするのである７５。②適切な方法で、農民
集団が所有する非農地である建設用地を市
場に組み入れることである。すなわち、商
業目的のために農地を必要とするとき、農
地所有者である集団と農地請負経営権者
が、農地の使用を望む者と合議して、契約
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７１ 土地管理法第４３条。　
７２ 梁慧星・前掲（注４）参照。
７３ 梁慧星・前掲（注４）参照。
７４ 同旨のものに、王克先「土地征收的公共利益界定探究」http://www.wkxls.com/Article/ShowArticle.asp? 
ArticleID=３０（２００８/０５/２１　１２：００）、李 強「中 国 土 地 征 收 法 律 制 度 研 究」中 国 民 商 法 律 綱
http://www.civillaw.com.cn（２００８/０５/２１　１２：００）がある。

７５ 土地管理法第２条の規定によって、使用権を譲渡できる。



中国の農地収用制度に関する法的諸問題（徐）

内容に合意した上で、土地主管部門に土地
の使用を申請するのである。この場合、商
業目的の経営のために土地を必要としてい
る者が取得するのは土地の使用権である。
中国の土地は公有制であるから、当該土地
の所有権は、依然として農民集団に帰属す
る７６。
　そのほか、法律は土地収用目的の合法性
の審査を行うメカニズムを樹立し完備しな
ければならない７７。まずは、土地管理法の
規定した土地収用審査批准制度７８を厳格に
執行しなければならない。国務院または省
の人民政府は、土地収用目的の合法性に関
する事前審査を強化すべきである。つぎ
に、土地収用目的が合法でないときのため
の救済制度を設け、土地収用目的の合法性
に関する事後審査を強化すべきである。被
収用者は、土地収用の目的が合法的でない
と思う場合、土地収用行為について、関連
する行政機関に対して行政再議を提起する
か、または裁判所に行政訴訟を提起するこ
とができる７９。

４　農地収用のプロセス
　土地管理法の規定による、土地収用のプ
ロセスは次のとおりである。
（１）土地収用方案の制定
　土地収用方案は、収用対象の土地所在地
の県・市の人民政府またはその土地行政主

管部門が制定する８０。そのうち、城鎮８１土
地利用全体企画の確定した都市建設用地区
域内において、統一的に企画して開発する
土地の収用に関しては、県・市の人民政府
が土地利用計画と建設用地に対する需要状
況に基づいて収用の方案を制定する８２。建
設項目に基づいて、都市建設用地区域外
の、エネルギー・交通・水利・軍事施設に
使用される土地の収用に関しては、県、市
の人民政府の土地行政主管部門が、建設単
位または建設主管部門の建設用地申請に基
づいて収用方案を制定する８３。土地収用方
案の内容は、土地収用の目的と用途、収用
土地の範囲・地類・面積・地上付着物の種類
と数量、収用土地と地上付着物および青田
に対する補償、労働力安置の方法、原土地
の所有権者と使用権者の状況などである８４。
（２）審査批准
　土地収用方案制定後、土地行政主管部門
の審査を経て、土地管理法の規定した批准
権限に従い、人民政府に提出して批准を取
得する。そのうち、農地の収用に関して
は、規定によりその農地の転用の批准権限
が国務院にある場合、国務院は農地の転用
を批准すると同時に、土地の収用をも批准
する８５。農地の転用と収用の批准権限が省
人民政府にある場合、省人民政府は同時に
農地の転用と土地の収用を批准する８６。農
地転用の批准権は省の人民政府にあるが、
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７６ 梁慧星・前掲（注４）参照。
７７ 李強「中国土地征收法律制度研究」中国民商法律綱http://www.civillaw.com.cn。
 陳应诊「试论土地征收的理念重构与制度完善」理论月刊２００７年第１期。
７８ 土地管理法第５章の規則参照。
７９ 王克先・前掲（注７４）参照。
８０ 「土地管理法実施条例」第２０条（一）の規定に拠る。
８１ 「城鎮」は都市と「郷鎮」の総称である。郷鎮というのは、農村部における比較的小規模な町のこ
とである。

８２ 「土地管理法実施条例」第２２条の規定に拠る。
８３ 同条例第２３条の規定に拠る。
８４ 同条例第２５条の規定に拠る。
８５ 土地管理法第４４条第２項、第４５条第１項の規定に拠る。
８６ 同法第４４条第４項の規定に拠る。



土地収用の審査批准権が国務院にある場合
には、農地転用の審査批准を同時に行う８７。
（３）土地収用方案の公表
　土地収用方案が法定プロセスを経て批准
されたあと、県以上の人民政府が当地で公
表する８８。被収用土地の所有権者と使用権
者は、公告によって定められた期限が到来
する前に、土地権属証書を持参して当地の
人民政府の土地行政主管部門で土地収用補
償登記を行わなければならない８９。
（４）土地収用の補償・安置方案
　県、市の人民政府の土地行政主管部門
は、批准を得た土地収用方案によって、土
地所有権者、使用権者および地上付着物な
どについて、さらに調査を行って、土地収
用人員の安置および地上付着物の立退きな
どについての具体的な方案を制定する９０。
（５）土地収用の補償・安置方案の公表

と実施
　土地収用における補償と人員安置の方案
が決定されれば、関連の地方人民政府はこ
れを公表しなければならない９１。その後、
被収用土地の農村集団と農民の意見を聴衆
し、土地収用における補償と人員安置の方
案について修正と補充を行い、土地が収用
される農民集団と農民に関連費用を支払
い、人員安置および地上物の立退き方案を
実行する９２。

（６）土地の整理および土地収用の実施
　土地収用における補償と人員安置の方案
が実施された後、県・市人民政府の土地行
政主管部門は関連組織を組織して被収用土
地を整理し、土地の収用と交付を実施する。
　土地管理法の定めた収用プロセスは土地
の正常な収用を基本的に保障しているが、
幾つかの問題点も存在する。第一の問題点
は、必要な監督メカニズムの欠如が土地収
用権の濫用をもたらしたことである。土地
管理法の規定によれば、行政機関は土地収
用の決定者であり、かつ、土地収用の執行
者でもあり、絶対的な優位に立っている。
例えば、土地収用範囲の決定権９３、土地収
用の審査権９４、収用方法の確定権９５などにつ
いては、何れも行政機関が自主的に決定し、
自らが具体的に実施するのである９６。現行の
土地収用プロセスは、あまりにも簡単で
あって、必要な監督メカニズムもない９７。
行政権力を厳しく監督しなければ、行政機
関の独断や職権濫用など行政権限の濫用を
防げず、土地収用の円滑な進行ができなく
なる。その結果、政府と人民との信頼関係
が破壊され、社会の安定と繁栄が脅かされ
ることになってしまいかねない。したがっ
て、土地収用の執行機関には、独立した監
督機関を設立すべきである９８。
　第二の問題点は、土地収用の透明度が低
く、農民の権益が侵害されやすいことであ
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８７ 同法第４５条第２項の規定に拠る。
８８ 同法第４６条第１項の規定に拠る。
８９ 同法第４６条第２項の規定に拠る。
９０ 同法第４８条の規定に拠る。
９１ 同法実施条例第２５条第１項の規定に拠る。
９２ 同条例第２５条第３項の規定に拠る。
９３ 同条例第２０条（一）の規定に拠る。
９４ 同条例第２０条（二）の規定に拠る。
９５ 同条例第２０条（二）の規定に拠る。
９６ 同条例第２０条（三）の規定に拠る。
９７ 土地管理法の規則、参照。
９８ 蔡惠燕「我国土地征收程序的完善」http://www.studa.net/jingjifa/０７０７２５/１５５５４７３-２.html（２００８/０５/２１ 
１６：１４）。



中国の農地収用制度に関する法的諸問題（徐）

る。土地を収用される者は、土地収用の全
過程において、受身で劣勢の地位に置かれ
ている。例えば、補償方法の決定は、行政
機関が審査して実施する９９ため、ブラッ
ク・ボックスの中での操作行為が発生しか
ねず、収用プロセスの公正性・公明性が保
障されない。また、土地管理法の規定によ
ると、土地収用の補償方法が決定された
後、関連する地方政府は、土地を収用され
る者の意見を聞くと規定されている１００。し
かし、土地収用の補償方法が既に決められ
たあとで、土地を収用される者の意見を聞
くことに、どれほどの意味があるのだろう
か。むしろ、土地収用の補償問題以外の他
の事項に関しても、意見を述べる機会が与
えられるべきであろう。
　したがって、法律は被収用者の保護に関
するプロセスを追加すべきである１０１。具体
的には、①土地収用の公表または通知プロ
セスを確立し、農民の知る権利を保障す
る。土地の権利者は、土地収用過程の公開
プロセスに参与し、土地収用の調査、土地
収用補償費の協議と分配、労働力の安置、
土地使用の監督などの過程において、自己
の権利を行使する。すなわち、土地権利者
の参与権と異議権を保障するのである。②
公聴会制度の設立を追加し、土地収用過程
における被収用者の参与を保障する。すな
わち、収用目的、収用の範囲、収用の補償
方法・補償額および補償費用の使用・管理
などについて、被収用者が十分に意見を述
べられる機会を与え、十分な措置を取るこ

とによって、被収用者の合法的な権利を保
障する。③被収用者に対する救済措置を追
加する。被収用者が土地収用の合法性や補
償方法などについて異議のある場合には、
彼らが意義を申立て、行政再議などの措置
を取ることが認められるべきである。これ
らの措置が彼らの権利を保障できない場合
には、彼らが行政訴訟を起こすことを認め、
権利侵害があったときに、権利者が十分な
救済を受けられるようにすべきである。

Ⅲ　中国の農地収用に対する補償制
度とその問題点

１　補償の受領主体
　現行法の規定によると、国家は農地の収
容に対して補償を行う際、所有権を有する
農民集団、および地上の付着物や青田の作
物の所有者である農民に対する補償は行う
が、土地請負経営権者に対する補償は行わ
ない１０２。農民は、単に集団の一員として、
地上の付着物や青田の作物の所有権者とし
て補償されるにとどまり、土地請負経営権
者としては補償されないのである１０３。この
ような規定は明らかに合理的ではない。そ
の理由は次のとおりである。
　①土地請負経営権は、農地所有権から独
立した財産的権利である（物権法は、これ
を用益物権であると明確に定めている） １０４。
したがって、農民は農民集団の一員である
と同時に、用益物権者として、農地所有権
者である集団から独立した一個の法主体で

１５５

９９ 「土地管理法実施条例」第２０条の規定に拠る。
１００ 土地管理法第４８条の規定に拠る。
１０１ 倪兰「当前土地征收中存在的主要问题及完善对策」中国法院綱http://www.chinacourt.org（２００８/０５/２１ 
１６：２２）。
１０２ ２００７年に制定された物権法によって、土地請負経営権者は独立の補償受領主体になったが、しかし
具体的な規定がなされていない。土地管理法では、未だ土地請負経営権者が独立の補償受領主体にな
るよう改正されていない。

１０３ 「土地管理法実施条例」第２６条の規定に拠る。
１０４ 物権法第１１条の規定に拠る。



ある。
　②農地が収用される場合、農民集団の所
有権が消滅するだけではなく、土地請負経
営権者の土地請負経営権もそれによって消
滅する１０５。土地請負経営権者は、財産的権
利の権利者として、その財産的権利が消滅
する場合、一定の補償を請求し、これを獲
得する権利を有する１０６。農地収用によっ
て、土地請負経営権者である農民の生活と
生産経営が受ける影響は、農地所有者であ
る農民集団に与える影響よりも遥かに大き
いことは言うまでもない。土地請負経営権
者が侵害される利益は生存に関わる利益で
あるが、農民集団が侵害されるのは資本に
関わる利益にすぎない。現代民法の観点か
らすれば、生存に関わる利益は、資本に関
わる利益よりも手厚く保護されなければな
らない１０７。したがって、農民集団の利益も
保護されなければならないが、しかし、土
地請負経営権者である農民の利益は、それ
以上に保護されなければならない。
　③農地収用が、農民集団の各構成員に及
ぼす影響はそれぞれ異なる１０８。単に農民集
団が補償の受領主体として補償を受け、そ
の補償金を集団の構成員に平等に分配する
だけでは、妥当とはいいがたい結果が生じ
る可能性がある。
　④農地収用の場合、農民集団だけが補償
を受けることになると、土地請負経営権者
の利益が無視されることがある。すなわ
ち、農民集団は関係機関と収用の補償につ
いて協議し談判することができるが、しか

し、農地の土地請負経営権者の利益に十分
配慮をしないことがある。
　これらの問題点を解決するために、私と
しては、土地請負経営権制度は、以下のよ
うに規定されるべきであると考えている。
すなわち、国家による土地収用が行われる
場合、農地の土地請負経営権者が自主的に
協議に参加することができるようにする。
そして、農地の請負経営権者が国家の収用
によって土地請負経営権を喪失する場合に
は、独立の権利主体として、国家から補償
を受けることができるものと規定すべきで
ある。

２　補償原則
　各国の現代的な土地法によれば、土地収
用の権力を行使するためには、公共目的で
あることが必要とされる。また、公正な補
償が行われなければならない。収用に対す
る保障の原則に関する理論として、各国の
研究者により主張されている学説の主なも
のは、以下のとおりである１０９。
（１）完全補償論
　完全補償論（完全賠償論とも呼ばれる）
は、収用される対象となる財産の客観的価
値に基づいて、全額補償を行うべきである
とする立場である１１０。さらに、全額補償に
加え、収用に伴うすべての付帯的損失、例
えば、移転費用や営業上の損失などをも加
算して、当事者の合法的な利益が、損失前
の原状に回復するようにすべきであると主
張する者もある１１１。その理由は、土地収用

１５６

筑波法政第４５号（２００８）

１０５ 農地は収用されれば建設地となるので、農地に対する農地請負経営権の客体自体が存在しなくなる。
１０６ 物権法第１３２条の規定に拠る。
１０７ 梁慧星・前掲（注４）参照。
１０８ 農民集団所有の農地の一部分を収用する際、農地請負経営権を失う農家がある一方で、農地請負経
営権を保有し続ける農家もあるためである。

１０９ 林来梵「論個人財産権的憲法保障」法学１９９９年３期４頁http://www.jcrb.com/zyw/n２７５/ca２５９３３６.htm
（２００８/０５/２１　１７：１７）。
１１０ 日本の土地収用法第７０条、７１条の規定に拠る。
１１１ 日本の土地収用法第７４～８５条の規定に拠る。竹村忠明『土地収用法と補償』（清文社、１９９２年）４１８頁。



中国の農地収用制度に関する法的諸問題（徐）

の受益者は、当事者本人を含む国民全体で
あるから、平等原則から見れば、社会の多
数の者が利益を受けるのであれば、収用行
為によって特別に犠牲を強いられた当事者
に対しては、受益者全員が損失の完全補償
責任を負担するのが公平であるというので
ある１１２。
（２）適切補償論
　適切補償論は、「所有権の社会義務性」と
いう観点から、財産権は社会的義務を負う
から、その権利は絶対的なものではなく、
公共利益の必要性に基づき、財産権を法律
によって制限することができる。しかし、
財産権を制限できる範囲を超える場合には、
合理的な補償をしなければならないとする
立場である。この説の主張者は、合理的な
補償がなされなければ、財産権の補償は一
片の紙きれになってしまう１１３とする。
（３）相当補償論
　土地収用に対する補償は、全額補償であ
る必要はなく、補償を行う時点における社
会通念に基づいて、合理的で相当な補償額
を算定して補償すれば足りるとする立場で
ある１１４。この見解は、「特別犠牲」の基準
は、相対的かつ流動的であるので、収用行
為に対する補償を決定するときには、公共
の利益と当事者の利益との公正なバランス
を図り、状況に応じて完全補償または不完
全補償の原則を取るべきであるとする。こ
の説によれば、多くの場合には、特別な犠
牲に対する完全補償を与えるべきである

が、しかし特別な事情があるときは、不完
全補償を行うことができるということにな
る１１５。
（４）私見
　中国の憲法、土地管理法などの関連法規
は、収用の補償に関する原則について特に
定めていない１１６。土地管理法の具体的な規
定から見れば、土地収用に対する補償は、
収用前の土地の用途に基づいて行われ、土
地の市場価格は考慮されない１１７。現実的に
言えば、中国の現在の経済力にはまだ限り
があり、完全補償の原則を採用すること
は、国力的には時期尚早であり、不可能で
あると思われる。したがって、「相当補償
論」による補償原則を採るのが適切である
と思われる。ただし、現在の補償原則では
考慮されていない土地の市場価格は、相当
に考慮されるべきであると考えている。

３　補償の範囲と標準
（１）日本の規定
　世界各国の法律の具体的な規定から見れ
ば、収用に対する補償範囲は大体同じであ
る。以下、日本の収用法の規定を概観す
る。日本の収用法の規定によって、以下の
ようなものが含まれる１１８。
　①土地補償１１９：土地所有権は、土地収用
における最も主要な対象であるから、土地
に対する補償は、土地収用の補償における
最も重要な部分である。
　②地上物補償１２０：地上物は、主に建築物

１５７

１１２ 呉行政「我国農村土地徴収補償法律制度問題研究」中国民商法律綱http://www.civillaw.com.cn
（２００８/０５/２１　１８：３１）。
１１３ 沈开举「中国土地征收补偿标准研究」中国民商法网http://www.civillaw.com.cn（２００８/０５/２１　１８：３１）。
１１４ 西埜章・田辺愛壱『損失補償法』（一粒社、２０００年）３５～３６頁〔西埜章〕。
１１５ 呉行政・前掲（注１１２）参照。
１１６ 憲法、土地管理法の規則を参照。
１１７ 土地管理法第４７条の規定に拠る。
１１８ 呉行政・前掲（注１１２）参照。
１１９ 日本の土地収用法第７１条の規定に拠る。
１２０ 同法第８０条の規定に拠る。



と農作物である。地上物が土地とともに収
用された場合、地上物に対しても補償すべ
きである。収用された土地およびその地上
建築物に設定されたその他の権利に対する
補償も行わなければならないが、その補償
額は、土地または建築物を取得するのに必
要な金額を上限とする。
　③移転費１２１：土地が収用された後、収用
されなかった地上物、既存の生産設備、水
産・畜産などの物品を移動させなければな
らない。そのために必要な移転費が、被収
用者に支払われる。
　④隣接地損失補償１２２：一方では、土地収
用は、残存土地または隣接地の価格の下落
またはその他の損失をもたらしかねない。
このような損失に対して補償しなければな
らない。他方では、土地が収用されたた
め、残存土地は、収用前の使用目的に使え
ない状態になってしまう。このような損失
の場合には、土地所有者は、全部の土地を
収用するよう要求することができる。
（２）中国の補償範囲・基準の問題点と

解決策
　土地収用の補償範囲について、土地管理
法第４７条は、「耕地収用に対する補償費用
は、土地補償費、安置補助費、および地上
付着物と青田の補償費を含む」と規定して
いる。諸外国と比べて、明らかに中国の補
償項目は少なく、日本法の土地補償、地上
物補償、離職者または失業者に対する補償
しか設けていないので、被収用者のすべて
の損失をカバーするには非常に不十分であ
る。また、土地請負経営権者を独立した補
償受領の主体として取扱うことも、土地請
負経営権の滅失に対する補償を規定するこ
ともしていない。先進諸国の経験を参考に

して、土地徴収の補償範囲を拡大すべきで
ある。現在の国情を考慮したとしても、少
なくとも土地請負経営権者を独立した補償
受領主体として取扱い、土地請負経営権の
滅失に対する補償をすべきである。その
後、隣接地損失補償、間接的な取得可能利
益の損失に対する補償などの項目を、段階
的に加えていくべきである。
　土地収用の補償基準について、土地管理
法第４７条は、「土地収用補償金と安置補償
の総和は土地を収用される以前の３年の平
均の生産額の３０倍を超過することを禁じ
る」と定めている。この規定は、制定当時
の土地請負経営権の存続期間が３０年であっ
たことに基づくものである。したがって、
①土地の年平均総生産を補償基準とするこ
とに、科学的根拠はない１２３。政治経済学の
原理によると、地租の格差は土地の肥沃
さ、地理的な位置、労働生産性などの要素
により決定される。年平均総生産は、最も
直接的に土地の肥沃さを反映しているが、
土地の地理的な位置や労働生産性などは、
明確に反映することができない。しかし、
年平均総生産は変動しやすく、統計が不正
確などの欠点がある。同様に、単位面積の
生産を標準として推計することも、農作物
の品種が異なり、物価変動などの要因も
あって、科学的に推計することができな
い。その結果、土地収用の補償費の差異と
不均衡をもたらしかねない欠点がある。②
土地管理法に定められた上記の補償基準
は、土地の市場価格と比べ極めて低い１２４。
それらの補償基準は、土地を単に農民の生
産財の一種として扱い、土地の財産的価
値・市場的要素・土地の潜在的価値などを
考慮していない。しかも、政府は、比較的

１５８
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１２１ 同法第７７条の規定に拠る。
１２２ 同法第７４条の規定に拠る。
１２３ 土地管理法第４７条第１項の規定に拠る。
１２４ 同法第４７条第２項の規定に拠る。



中国の農地収用制度に関する法的諸問題（徐）

低い補償費で農民から土地を収用しておき
ながら、高い譲渡費で土地を市場に回し、
相当に大きい差益を得ている現状がある。
実質的に、これは政府の農民に対する搾取
である。実際に、土地の補償費が低すぎる
ため、大量の土地が収用される事態を招い
ており、１９９７年から２００１年の間に収用され
た全国の土地の面積は９０． ０７万ヘクタール
にものぼっている１２５。また、大多数の収用
された土地は有効利用されず、大量に放置
されて、土地を失った農民は大きな不満を
抱いている。統計によると、全国の開発区
の企画面積は３． ５平方キロメートルにも達
し、占有した耕地は４３％も使用されずに放
置されている１２６。
　したがって、私としては、市場価格を補
償の基準にしなければならないと考えてい
る。時価補償は土地自体の価格により合致
するとともに、「年平均総生産」を計算す
る煩雑さを回避することもできる。現在の
国情からして市場価格それ自体を採用する
ことはできないとしても、少なくとも市場
価格を参考にすべきである。市場経済の下
で、確実に農民の利益を保護し、完備され
た土地市場メカニズムを樹立するために、
世界の大多数の先進国や地域のやり方を参
考にして、土地の市場価格を土地徴収の補
償基準にするとともに、補償範囲を拡大
し、公正な補償を実行すべきであると考え
ている。さらに、被収用土地の買戻制度を
新設することを提言したい。買戻権とは、
収用が成り立つ公益目的が実現できなかっ
た場合、被収用土地の原所有者がその土地
を買戻すことを要求する権利である。この
ような権利の設定は、土地の随意的な収用
を有効的に防止し、土地利用率の向上にも

有効に機能するであろう。

４　土地補償費の分配と管理
　土地管理法第４７条は、「耕地収用に対す
る補償費用は、土地補償費、安置補助費、
および地上付着物と青田の補償費を含む」
と規定した。「土地管理法実施条例」第２６
条は、「土地補償費は農村集団経済組織の
所有に帰属する。地上付着物および青田の
補償費は地上付着物および青田の所有者の
所有に帰属する。……安置が必要な人員を
農村集団経済組織が行う場合、安置補助費
は農村集団経済組織に支払う。統一安置の
必要がない場合には、安置補助費は被安置
人員の個人に支払うか、または被安置人員
の同意を得て彼らの保険費用に当てる。
市、県および郷（鎮）の人民政府は安置補
助費の使用状況に対する監督を強化すべき
である」と規定している。
　これらの費用の分配について、国土資源
部は、２００４年１１月に発布した「土地収用補
償安置制度の完備に関する指導意見」にお
いて、「土地補償費は主に土地を収用され
た農家に使うという原則に基づいて、土地
補償費を農村集団経済組織内部で合理的に
分配しなければならない。具体的な分配方
法は省の人民政府が制定する。全部の土地
が収用され、しかも農村集団経済組織が撤
去された場合、土地補償費の全額を、土地
を収用された農民の生産生活安置に使わな
ければならない」 １２７と規定した。各省の制
定した具体的な方法の多くは、土地補償費
は、原土地所有権者である農民集団の所有
に帰属し、その資金の使用は土地行政主管
部門の監督を受けると規定されている。し
かし、現状を見ると、一部の県と郷鎮政府

１５９

１２５ 瀋開挙「土地徴用問題厳重」中国民商法律網http://www.civillaw.com.cn（２００８/０５/２２　１２：００）。
１２６ 同上。
１２７ 国土資源部「关于完善征地补偿安置制度的指导意见」（国土资发〔２００４〕２３８号）（２００４年１１月３日）
の一（四）に拠るhttp://www.china.com.cn/chinese/PI-c/７０６１１９.htm（２００８/０５/２１　１２：１０）。



も補償収益の分配に参加したため、集団経
済組織と農民個人の得られる補償が減少し
ている。さらに、土地補償費および安置補
助費の使用・管理に対する必要な制約や監
督が欠如しているため、農民集団の所有に
帰属するはずの補償費は、しばしば村の幹
部の個人所有になってしまう。そのほか、
農民集団が行う補償費の分配にも多くの問
題点がある。例えば、補償費の分配は、そ
の集団経済組織に登記された戸籍単位で行
うのか、それとも土地請負経営権者の単位
で分配するのか、これらの点について、法
律は具体的に規定していない。また、嫁い
だ娘、婿入りした婿、新生児なども分配権
を有するのか、どの位の分配権を有するの
かなどについても、法律は具体的に定めて
いない。このような問題についても、さら
に法整備を行う必要がある。

５　農民に対する安置
　企業雇用制度の市場化が進んでいるこ
と、農村労働力の全体的な質が相対的に低
いため、以前の計画経済下で行われていた
工場労働者として配置する方法は日々減少
し、一時金という金銭補償が現在における
土地徴収補償安置の主要な方法になってい
る。しかし、この方法では、市場経済の下
で失地・失業した農民に十分な補償と生活
保障を提供することができない。そして、
土地収用の補償について、政府、集団およ
び個人が共に保険料を納付する方法を採用
して、失地農民を社会保障体系に取り入れ
るという東南沿海地域の成功例を参考にし
て、中国は農民に対する社会保険補償方式
を重視すべきであるとの指摘がある。例え
ば、浙江省寧波市は、既に２００２年に、失地
農民を社会保障体系に取り入れることを定

めていた１２８。そのほか、国務院が２００４年１０
月に発布した「土地管理を厳格にし、改革
を深めることに関する国務院の決定」 １２９、
および国土資源部が２００４年１１月に発布した
「土地収用の補償安置制度の整備に関する
指導意見」 １３０は、農民の安置について、農
業生産安置、再就業安置、持分配当安置、
異地移民安置などの新しい安置ルートを規
定した。また、労働・社会保障部門は、他
の関連部門と共同で、土地を収用された農
民に対する就業訓練と社会保障制度の樹立
に関する指導的意見を提出するよう要求し
た。これら新規定の実現は、土地を収用さ
れた農民に対する安置に積極的な役割を果
たすであろう。
　ところで、実際には、地方政府が自分の
利益のために、土地管理法などに違反する
事件が時々ある。例えば、２００２年の初め、
民営企業である江蘇省鉄本有限会社（以下
鉄本と称する）は、常州市で新北区魏村
鎮、鎮江揚中市西来橋鎮で新しい大規模な
鋼鉄プロジェクトを建設すると計画した。
このプロジェクトの設計能力は８４０万トン
で、総投資は１０５．９億人民元と概算されて
いた。２００２年５月、鉄本の法人代表戴国芳
は前後して７個の合資（独資）会社を設立
するとともに、このプロジェクトを２２のプ
ロジェクトに分けて、許可を申請した。
２００２年９月～２００３年１１月、常州の国家高新
技術産業開発区管理委員会、江蘇省発展計
画委員会、揚中市発展計画と経済貿易局
は、自分の権限を越え規則違反をして、相
前後して鉄本の申請を審査し許可した。鉄
本は、許可前の２００３年６月に、現場に入っ
て既に施工した。２００３年６月から鉄本は、
４３６． ０７ヘクタールくらいの農地（そのう
ち、３０５． ６７ヘクタールは耕地である）を不
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筑波法政第４５号（２００８）

１２８ 賀敏傑「失地農民老有所養－寧波被徴地農民保障基金」国土資源報２００２年１２月２０日。
１２９ 「国务院关于深化改革严格土地管理的决定」（２００４年１２月２４日）の（十三）の規定に拠る。
１３０ 前掲（注１２７）の二（六）の規定に拠る。



中国の農地収用制度に関する法的諸問題（徐）

法占拠し、４０００人余りの農民を立ち退かせ
たため、農民の中には、掘っ立て小屋、橋
の下の空洞、廃棄された漁船に住むなどす
る者もいた。２００４年３月、江蘇省政府は、
全面的な差し止めを命令した。このような
実例からしても、農地収用に関する法制度
を改善する必要があり、また運用の実際に
おいても法律を遵守させるために必要な措
置を講じなければならないと、私は考えて
いる。

おわりに

　現在の中国の法律と政策は、国家が公益
の目的で農地に対して収用と使用を行うこ
とを認めている。法律は農地収用の目的、
プロセス、補償制度について規定し、これ
らの規定の多くは中国の国情と国際慣例に
合致している。しかし、現行法の諸規定に
は、まだ多くの問題点がある。例えば、①
土地管理法は憲法と一致しておらず、また
収用の範囲も広すぎる。②収用のプロセス
が透明性を欠いており、農民が収用のプロ
セスに参与できていない。③補償原則が規
定されておらず、補償範囲が狭く補償基準
も低い。農民を独立の補償受領主体として
いないなど、農民の権利を侵害する問題が
数多く存在している。

　今後、これらの問題点については、段階
的に以下のように改善してく必要があると
考えている。すなわち、①現行の土地管理
法を修正して、収用は公共目的のみのため
に行われることを明記する。普通の建設用
地は、農地所有者である農民集団と実際に
耕作をしている農地請負経営権者が、農地
の使用を望む者と合議して、契約内容を合
意した上で、土地主管部門に対して農地の
転用許可を申請するとの手続きを明記す
る。②収用のプロセスを透明なものとし、
農民がプロセスに参加できるようにする。
被収用者に対する救済措置を追加的に規定
する。③土地請負経営権を持っていた農民
が、収用によって農地を失う場合、独立し
た補償の受領主体になる。市場価格を参考
にして、補償の基準を引き上げる。④農地
の所有者である農民集団が受領した補償費
の分配、管理および農民の安置などについ
ても、法規定の整備を行う必要がある。こ
れらの法規定の整備にあたっては、日本の
土地収用法と農地法が大いに参考になるも
のと考えており、日中における農地の所有
関係や利用関係の違いを考慮しつつ、今後
更に詳細に検討を重ねて行きたいと思って
いる。

（筑波大学人文社会科学研究科社会科学専攻）
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